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本日の内容

• 部活動の地域移行の必要性

• 地域展開と呼んだ方が良い理由

• 具体的な展開の方法

等についてお話しします



• 日本教育実践研究所所長、大日向中学校校長

• 学習院大学文学部教育学科元教授

• 教科外活動（特別活動、部活動、ボランティア学習、シティズンシップ教
育）についての研究

• 日本部活動学会を立ち上げ初代会長に（現副会長）

• 文部科学省「学習指導要領作成協力会議」委員

（2008中学校特別活動、2017小学校特別活動）

・文化庁「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」作成検討
会議座長（2018）

• 板橋区教育委員

• 掛川市「かけがわ地域クラブ設立連絡協議会」委員長

• 松本市「学校部活動の地域クラブ活動への移行検討協議会」委員長







部活動の地域移行が求められている背景

• 過熱化した部活動を変えていく

• 少子化の影響を最小限に抑える

• 教員の働き方改革を進める

• ⇒持続可能な形を考える



スポーツ庁「 運動部活動の地域移行に関する検討会議提言参考資料」 、 2022年6月、 p.3



文部科学省「 学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」 2020年9月1日



スポーツ庁「 運
動部活動の地域
移行に関する検
討会議提言」
2022年6月、 概
要



文化庁「 文化部
活動の地域移行
に関する検討会
議提言」 2022年
８ 月、 概要



経済産業省「 地域×スポーツクラブ産業研究会」 最終提言、 2022年9月



静岡県の掛川市では

• 少子化の影響で廃部が増え

⇒その結果、 小学校6年生の26％が、 自分が進学する中学校
には自分のやり たい部活動がないと回答（ 規模の小さい中
学校では47％）

• 令和８ 年夏には平日も含めて部活動の地域展開を予定

• 教育委員会、 地域のNPO、 スポーツ協会、 文化財団、 市長
部局が連携・ 協働して推進



• 部活動の指導をしたい教員は兼職・ 兼業として、

地域クラブの指導者になることができる

• 部活動の指導がしたく ない教員はしなく て良い

• 生涯学習の視点で進めている



長沼が地域移行ではなく 地域展開と呼ぶ理由

・ そのまま「 移して行く 」 のは困難

・ 異世代型の倶楽部でもよい

・ 既存のクラブを利用するのでもよい

・ 色々な目的の倶楽部があってよい

・ 学校からそのまま移してはいけないこともある



部活動の地域展開

・ 難しければ、 まずは合同部活動や拠点校方式

⇒段階的に移行（ 展開） していく 手立て

・ まずは休日だけでも展開していく

⇒注意が必要（ 平日の見通しも立てておく ）

・ 指導したい教員が兼職・ 兼業で指導できる仕組み

⇒OKの先生には10年間は頑張っていただく



■部活動の地域展開の意義と課題

意義 課題

生徒 持続可能性、 異世代の学び 移動の手間

教員 異動に左右されない 地域でも指導する人の負担

保護者 指導・ 運営等で関わる機会 負担（ 費用・ 送迎等）

学校 働き過ぎの是正 連携

地域 教育力の向上、 連帯感の醸成 人・ 物・ 金の確保と運営



サッ カー部（ 合同）
野球（ 拠点校）

バスケッ ト （ 拠点
校）

サッ カー（ 拠点
校）

バレー（ 拠点
校）

合同部活動
拠点校方式

まずは合同部活動や拠点校方式に

⇒そして拠点（ 活動場所） を地域
に移行し 、 運営主体を学校から地
域へ

地域
地域 地域



地域倶楽部は目的別にできる

• 今までの部活動は、 みんな同じことをする

（ 例： 大会やコンクールを目指す）

• 今までの部活動は、 ニーズの異なる生徒が混在している

（ 例： ゆるい部活が保障されていない）

• 今までの部活動は、 個別最適ではない

⇒部活動の個別最適化をめざして目的別に



異年齢交流型合唱部
（ 地域展開）

コンクール志向の
合唱部

趣味の合唱部

目的別拠点（ 校） 方式

●生徒は地域の活動拠点の中から目的別に選べる
（ 放課後に移動が伴う のは同じ ）

●この段階を経て全面地域展開へ（ 平日も）

★どの学校でも同じ事をやるという 発想を変える
⇒地域展開だからこそ可能に



部活動の地域展開 今後に向けて

• キーワード は「 餅は餅屋」

• 「 まちづく り 」 と して進めていく

• 誰もが自分のやり たいスポーツや文化芸術
活動ができるまち（ 全ての世代）

• 推進は教育委員会だけではなく

• N PO、 行政、 学校、 企業・ ・ ・ の協働


